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桐蔭論叢 第 39 号（2018 年 12 月） 特集Ⅱ　「2018年問題」をむかえた大学教育のあり方




















































ったものとしては、平成 17 年 1 月「我が国
の高等教育の将来像（答申）」、引き続き、平
成 20 年 12 月「学士課程教育の構築に向けて
（答申）」、平成 24 年 8 月「新たな未来を築く
ための大学教育の質的転換に向けて～生涯学
び続け、主体的に考える力を育成する大学へ
～（答申）」がある。さらに平成 29 年 3 月に
は、「我が国の高等教育に関する将来構想に
ついて」大臣から諮問があり、この諮問に対






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































メディアル教育研究』第 8 巻第 1 号、2013
年、8 頁）。
8） 飯吉は教養教育について 7 類型を提示して
いる（飯吉弘子『戦後日本産業界の大学教
育要求』東信堂、2008 年）。そして、「自
律的継続的自己研鑽」「自己理解と他者理
解を通した自己相対化」という普遍的な特
質を、共通して持つと指摘している（飯吉、
2009）。類型化は有用であるが、そこに共
通する普遍的核を確認しようとすることに
現実的な意味はない。
9） 楠見他編『批判的思考力を育む』（有斐閣、
2011 年、29 頁）。
